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○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十七号）（抄）
（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

別表 別表

指定介護予防サービス介護給付費単位数表 指定介護予防サービス介護給付費単位数表

１ 介護予防訪問介護費（１月につき） １ 介護予防訪問介護費（１月につき）

イ 介護予防訪問介護費(Ⅰ) 1,220単位 イ 介護予防訪問介護費(Ⅰ) 1,226単位

ロ 介護予防訪問介護費(Ⅱ) 2,440単位 ロ 介護予防訪問介護費(Ⅱ) 2,452単位

ハ 介護予防訪問介護費(Ⅲ) 3,870単位 ハ 介護予防訪問介護費(Ⅲ) 3,889単位

注１ 利用者に対して、指定介護予防訪問介護事業所（指定介護予 注１ 利用者に対して、指定介護予防訪問介護事業所（指定介護予

防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防 防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サ る基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サ

ービス基準」という 第５条第１項に規定する指定介護予防訪 ービス基準」という 第５条第１項に規定する指定介護予防訪

問介護事業所をいう。以下同じ の訪問介護員等（同項に規定 問介護事業所をいう。以下同じ の訪問介護員等（同項に規定

する訪問介護員等をいう。以下同じ が、指定介護予防訪問介 する訪問介護員等をいう。以下同じ が、指定介護予防訪問介

護（指定介護予防サービス基準第４条に規定する指定介護予防 護（指定介護予防サービス基準第４条に規定する指定介護予防

訪問介護をいう。以下同じ を行った場合に、次に掲げる区分 訪問介護をいう。以下同じ を行った場合に、次に掲げる区分

に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。 に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。

イ 介護予防訪問介護費(Ⅰ) 介護予防サービス計画（介護保険 イ 介護予防訪問介護費(Ⅰ) 介護予防サービス計画（介護保険

法（平成９年法律第123号。以下「法」という 第８条の２第 法（平成９年法律第123号。以下「法」という 第８条の２第

18項に規定する介護予防サービス計画をいい、介護保険法施 18項に規定する介護予防サービス計画をいい、介護保険法施

行規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の９第１号ハ及び 行規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の９第１号ハ及び

ニに規定する計画を含む。以下同じ において１週に１回程 ニに規定する計画を含む。以下同じ において１週に１回程

度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者 度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者

ロ 介護予防訪問介護費(Ⅱ) 介護予防サービス計画において１ ロ 介護予防訪問介護費(Ⅱ) 介護予防サービス計画において１

週に２回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者 週に２回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者

ハ 介護予防訪問介護費(Ⅲ) 介護予防サービス計画においてロ ハ 介護予防訪問介護費(Ⅲ) 介護予防サービス計画においてロ

に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要と に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要と

された者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護 された者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護

認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11 認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11

年厚生省令第58号）第２条第１項第２号に掲げる区分である 年厚生省令第58号）第２条第１項第２号に掲げる区分である
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者に限る 者に限る

２ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（指定介護予 ２ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（指定介護予

防サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者を 防サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者を

いう。以下同じ を配置している指定介護予防訪問介護事業所 いう。以下同じ を配置している指定介護予防訪問介護事業所

において、指定介護予防訪問介護を行った場合は、所定単位数 において、指定介護予防訪問介護を行った場合は、所定単位数

の100分の90に相当する単位数を算定する。 の100分の90に相当する単位数を算定する。

３ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防 ３ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防

訪問介護事業所において、当該指定介護予防訪問介護事業所と 訪問介護事業所において、当該指定介護予防訪問介護事業所と

同一の建物（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の４に 同一の建物（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の４に

規定する養護老人ホーム、同法第20条の６に規定する軽費老人 規定する養護老人ホーム、同法第20条の６に規定する軽費老人

ホーム若しくは同法第29条第１項に規定する有料老人ホーム又 ホーム若しくは同法第29条第１項に規定する有料老人ホーム又

は高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号） は高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）

第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅であって 第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅であって

同項に規定する都道府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67 同項に規定する都道府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67

号）第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という 号）第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という

及び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核市」という 及び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核市」という

にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ の登録を にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ の登録を

受けたもの若しくは高齢者の居住の安定確保に関する法律施行 受けたもの若しくは高齢者の居住の安定確保に関する法律施行

規則等の一部を改正する省令（平成23年国土交通省令第64号） 規則等の一部を改正する省令（平成23年国土交通省令第64号）

の施行の際現に同令第１条の規定による改正前の高齢者の居住 の施行の際現に同令第１条の規定による改正前の高齢者の居住

の安定確保に関する法律施行規則（平成13年国土交通省令第115 の安定確保に関する法律施行規則（平成13年国土交通省令第115

号）第３条第５号に規定する高齢者専用賃貸住宅である賃貸住 号）第３条第５号に規定する高齢者専用賃貸住宅である賃貸住

宅に限る。介護予防訪問入浴介護費の注４、介護予防訪問看護 宅に限る。介護予防訪問入浴介護費の注４、介護予防訪問看護

費の注２及び介護予防訪問リハビリテーション費の注２におい 費の注２及び介護予防訪問リハビリテーション費の注２におい

て同じ に居住する利用者に対し、指定介護予防訪問介護を行 て同じ に居住する利用者に対し、指定介護予防訪問介護を行

った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す

る。 る。

４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問 ４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問

介護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所 介護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所

在しない場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用 在しない場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用

される事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った される事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った

場合は、特別地域介護予防訪問介護加算として、１月につき所 場合は、特別地域介護予防訪問介護加算として、１月につき所

定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算す 定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 る。

５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労 ５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労
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働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問介護事業 働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問介護事業

所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない 所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない

場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用される事 場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用される事

務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、 務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、

１月につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位 １月につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 数に加算する。

６ 指定介護予防訪問介護事業所の訪問介護員等が、別に厚生労 ６ 指定介護予防訪問介護事業所の訪問介護員等が、別に厚生労

働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事 働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事

業の実施地域（指定介護予防サービス基準第26条第５号に規定 業の実施地域（指定介護予防サービス基準第26条第５号に規定

する通常の事業の実施地域をいう を越えて、指定介護予防訪 する通常の事業の実施地域をいう を越えて、指定介護予防訪

問介護を行った場合は、１月につき所定単位数の100分の５に相 問介護を行った場合は、１月につき所定単位数の100分の５に相

当する単位数を所定単位数に加算する。 当する単位数を所定単位数に加算する。

７ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規 ７ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規

模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介 模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介

護を受けている間は、介護予防訪問介護費は、算定しない。 護を受けている間は、介護予防訪問介護費は、算定しない。

８ 利用者が一の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護 ８ 利用者が一の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護

予防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事 予防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事

業所以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介護予防訪問介 業所以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介護予防訪問介

護を行った場合に、介護予防訪問介護費は、算定しない。 護を行った場合に、介護予防訪問介護費は、算定しない。

ニ 初回加算 200単位 ニ 初回加算 200単位

注 指定介護予防訪問介護事業所において、新規に介護予防訪問介 注 指定介護予防訪問介護事業所において、新規に介護予防訪問介

護計画（指定介護予防サービス基準第39条第２号に規定する介護 護計画（指定介護予防サービス基準第39条第２号に規定する介護

予防訪問介護計画をいう。以下同じ を作成した利用者に対して、 予防訪問介護計画をいう。以下同じ を作成した利用者に対して、

サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定介護予防訪問介護 サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定介護予防訪問介護

を行った日の属する月に指定介護予防訪問介護を行った場合又は を行った日の属する月に指定介護予防訪問介護を行った場合又は

当該指定介護予防訪問介護事業所のその他の訪問介護員等が初回 当該指定介護予防訪問介護事業所のその他の訪問介護員等が初回

若しくは初回の指定介護予防訪問介護を行った日の属する月に指 若しくは初回の指定介護予防訪問介護を行った日の属する月に指

定介護予防訪問介護を行った際にサービス提供責任者が同行した 定介護予防訪問介護を行った際にサービス提供責任者が同行した

場合は、１月につき所定単位数を加算する。 場合は、１月につき所定単位数を加算する。

ホ 生活機能向上連携加算 100単位 ホ 生活機能向上連携加算 100単位

注 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所 注 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所

（指定介護予防サービス基準第79条第１項に規定する指定介護予 （指定介護予防サービス基準第79条第１項に規定する指定介護予

防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ の理学療法 防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ の理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この号において「理学療法 士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この号において「理学療法

士等」という が、指定介護予防訪問リハビリテーション（指定 士等」という が、指定介護予防訪問リハビリテーション（指定
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介護予防サービス基準第78条に規定する指定介護予防訪問リハビ 介護予防サービス基準第78条に規定する指定介護予防訪問リハビ

リテーションをいう を行った際にサービス提供責任者が同行し、 リテーションをいう を行った際にサービス提供責任者が同行し、

当該理学療法士等と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、 当該理学療法士等と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、

かつ、生活機能の向上を目的とした介護予防訪問介護計画を作成 かつ、生活機能の向上を目的とした介護予防訪問介護計画を作成

した場合であって、当該理学療法士等と連携し、当該介護予防訪 した場合であって、当該理学療法士等と連携し、当該介護予防訪

問介護計画に基づく指定介護予防訪問介護を行ったときは、初回 問介護計画に基づく指定介護予防訪問介護を行ったときは、初回

の当該指定介護予防訪問介護が行われた日の属する月以降３月の の当該指定介護予防訪問介護が行われた日の属する月以降３月の

間、１月につき所定単位数を加算する。 間、１月につき所定単位数を加算する。

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防訪問介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問介 介護予防訪問介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31

日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位

数の1000分の40に相当する単位数 数の1000分の40に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

２ 介護予防訪問入浴介護費 ２ 介護予防訪問入浴介護費

イ 介護予防訪問入浴介護費 854単位 イ 介護予防訪問入浴介護費 860単位

注１ 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介 注１ 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介

護予防サービス基準第47条第１項に規定する指定介護予防訪問 護予防サービス基準第47条第１項に規定する指定介護予防訪問

入浴介護事業所をいう。以下同じ の看護職員（看護師又は准 入浴介護事業所をいう。以下同じ の看護職員（看護師又は准

看護師をいう。以下同じ １人及び介護職員１人が、指定介護 看護師をいう。以下同じ １人及び介護職員１人が、指定介護

予防訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定す 予防訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定す

る指定介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ を行った場合 る指定介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ を行った場合

に算定する。 に算定する。

２ 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支 ２ 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支

障を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師 障を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師

の意見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介 の意見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介

護職員２人が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定 護職員２人が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定
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単位数の100分の95に相当する単位数を算定する。 単位数の100分の95に相当する単位数を算定する。

３ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合で ３ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合で

あって、当該利用者の希望により清しき又は部分浴（洗髪、陰 あって、当該利用者の希望により清しき又は部分浴（洗髪、陰

部、足部等の洗浄をいう を実施したときは、所定単位数の100 部、足部等の洗浄をいう を実施したときは、所定単位数の100

分の70に相当する単位数を算定する。 分の70に相当する単位数を算定する。

４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防 ４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防

訪問入浴介護事業所において、当該指定介護予防訪問入浴介護 訪問入浴介護事業所において、当該指定介護予防訪問入浴介護

事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し、 事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し、

指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数の100分 指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数の100分

の90に相当する単位数を算定する。 の90に相当する単位数を算定する。

５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問 ５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問

入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防 入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防

サービス基準第47条第１項に規定する介護予防訪問入浴介護従 サービス基準第47条第１項に規定する介護予防訪問入浴介護従

業者をいう。以下同じ が指定介護予防訪問入浴介護を行った 業者をいう。以下同じ が指定介護予防訪問入浴介護を行った

場合は、特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、１回につ 場合は、特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、１回につ

き所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算 き所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算

する。 する。

６ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労 ６ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労

働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問入浴介護 働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問入浴介護

事業所の介護予防訪問入浴介護従業者が指定介護予防訪問入浴 事業所の介護予防訪問入浴介護従業者が指定介護予防訪問入浴

介護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の10に相当 介護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の10に相当

する単位数を所定単位数に加算する。 する単位数を所定単位数に加算する。

７ 指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従 ７ 指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従

業者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者 業者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者

に対して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準 に対して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準

第53条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう を越え 第53条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう を越え

て、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所 て、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所

定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算す 定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 る。

８ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養 ８ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養

介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小 介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小

規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活 規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活

介護を受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しな 介護を受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しな

い。 い。

ロ サービス提供体制強化加算 24単位 ロ サービス提供体制強化加算 24単位
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者 府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、１回につき に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、１回につき

所定単位数を加算する。 所定単位数を加算する。

ハ 介護職員処遇改善加算 ハ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪 介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪

問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27 問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27

年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イ及びロより算定した単位数の100 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イ及びロより算定した単位数の100

0分の18に相当する単位数 0分の18に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

３ 介護予防訪問看護費 ３ 介護予防訪問看護費

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合 イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 316単位 ⑴ 所要時間20分未満の場合 318単位

⑵ 所要時間30分未満の場合 472単位 ⑵ 所要時間30分未満の場合 474単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 830単位 ⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 834単位

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,138単位 ⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,144単位

⑸ 理学療法士等による訪問の場合（１回につき） 316単位 ⑸ 理学療法士等による訪問の場合（１回につき） 318単位

ロ 病院又は診療所の場合 ロ 病院又は診療所の場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 255単位 ⑴ 所要時間20分未満の場合 256単位

⑵ 所要時間30分未満の場合 381単位 ⑵ 所要時間30分未満の場合 383単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 550単位 ⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 553単位

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 811単位 ⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 815単位

注１ 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大 注１ 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大

臣が定める疾病等の患者を除く に対して、その主治の医師の 臣が定める疾病等の患者を除く に対して、その主治の医師の

指示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サー 指示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サー

ビス基準第63条第１項第１号に規定する指定介護予防訪問看護 ビス基準第63条第１項第１号に規定する指定介護予防訪問看護

ステーションをいう。以下同じ にあっては、主治の医師が交 ステーションをいう。以下同じ にあっては、主治の医師が交
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付した文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介 付した文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介

護予防サービス基準第76条第２号に規定する介護予防訪問看護 護予防サービス基準第76条第２号に規定する介護予防訪問看護

計画書をいう。以下同じ に基づき、指定介護予防訪問看護事 計画書をいう。以下同じ に基づき、指定介護予防訪問看護事

業所（指定介護予防サービス基準第63条第１項に規定する指定 業所（指定介護予防サービス基準第63条第１項に規定する指定

介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ の保健師、看護師、 介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ の保健師、看護師、

准看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士（以 准看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士（以

下「看護師等」という が、指定介護予防訪問看護（指定介護 下「看護師等」という が、指定介護予防訪問看護（指定介護

予防サービス基準第62条に規定する指定介護予防訪問看護をい 予防サービス基準第62条に規定する指定介護予防訪問看護をい

う。以下同じ を行った場合に、現に要した時間ではなく、介 う。以下同じ を行った場合に、現に要した時間ではなく、介

護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指定介護予防訪 護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指定介護予防訪

問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。 問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

ただし、イ⑴又はロ⑴の単位数については、指定介護予防訪問 ただし、イ⑴又はロ⑴の単位数については、指定介護予防訪問

看護を24時間行うことができる体制を整えている指定介護予防 看護を24時間行うことができる体制を整えている指定介護予防

訪問看護事業所であって、介護予防サービス計画又は介護予防 訪問看護事業所であって、介護予防サービス計画又は介護予防

訪問看護計画書の中に20分以上の指定介護予防訪問看護が週１ 訪問看護計画書の中に20分以上の指定介護予防訪問看護が週１

回以上含まれている場合に算定し、准看護師が指定介護予防訪 回以上含まれている場合に算定し、准看護師が指定介護予防訪

問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位 問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位

数を算定する。なお、イ⑸について理学療法士、作業療法士又 数を算定する。なお、イ⑸について理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士（以下この号において「理学療法士等」という は言語聴覚士（以下この号において「理学療法士等」という

が１日に２回を超えて指定介護予防訪問看護を行った場合、１ が１日に２回を超えて指定介護予防訪問看護を行った場合、１

回につき100分の90に相当する単位数を算定する。 回につき100分の90に相当する単位数を算定する。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防 ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防

訪問看護事業所において、当該指定介護予防訪問看護事業所の 訪問看護事業所において、当該指定介護予防訪問看護事業所の

所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し、指定介護 所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し、指定介護

予防訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当す 予防訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当す

る単位数を算定する。 る単位数を算定する。

３ 夜間（午後６時から午後10時までの時間をいう。）又は早朝 ３ 夜間（午後６時から午後10時までの時間をいう。）又は早朝

（午前６時から午前８時までの時間をいう に指定介護予防訪 （午前６時から午前８時までの時間をいう に指定介護予防訪

問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の25に相 問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の25に相

当する単位数を所定単位数に加算し、深夜（午後10時から午前 当する単位数を所定単位数に加算し、深夜（午後10時から午前

６時までの時間をいう に指定介護予防訪問看護を行った場合 ６時までの時間をいう に指定介護予防訪問看護を行った場合

は、１回につき所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定 は、１回につき所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定

単位数に加算する。 単位数に加算する。

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす場合であって、同時 ４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす場合であって、同時

に複数の看護師等が１人の利用者に対して指定介護予防訪問看 に複数の看護師等が１人の利用者に対して指定介護予防訪問看
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護を行ったときは、次に掲げる区分に応じ、１回につきそれぞ 護を行ったときは、次に掲げる区分に応じ、１回につきそれぞ

れの単位数を所定単位数に加算する。 れの単位数を所定単位数に加算する。

イ 所要時間30分未満の場合 254単位 イ 所要時間30分未満の場合 254単位

ロ 所要時間30分以上の場合 402単位 ロ 所要時間30分以上の場合 402単位

５ イ⑷及びロ⑷について、指定介護予防訪問看護に関し、特別 ５ イ⑷及びロ⑷について、指定介護予防訪問看護に関し、特別

な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態に な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態に

あるものに限る。以下同じ に対して、所要時間１時間以上１ あるものに限る。以下同じ に対して、所要時間１時間以上１

時間30分未満の指定介護予防訪問看護を行った後に引き続き指 時間30分未満の指定介護予防訪問看護を行った後に引き続き指

定介護予防訪問看護を行う場合であって、当該指定介護予防訪 定介護予防訪問看護を行う場合であって、当該指定介護予防訪

問看護の所要時間を通算した時間が１時間30分以上となるとき 問看護の所要時間を通算した時間が１時間30分以上となるとき

は、１回につき300単位を所定単位数に加算する。 は、１回につき300単位を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問 ６ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問

看護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所 看護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所

在しない場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用 在しない場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用

される事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合 される事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合

は、特別地域介護予防訪問看護加算として、１回につき所定単 は、特別地域介護予防訪問看護加算として、１回につき所定単

位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。 位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労 ７ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労

働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問看護事業 働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問看護事業

所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない 所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない

場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用される事 場合は、当該事務所を除く 又はその一部として使用される事

務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、１回 務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、１回

につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に

加算する。 加算する。

８ 指定介護予防訪問看護事業所の看護師等が、別に厚生労働大 ８ 指定介護予防訪問看護事業所の看護師等が、別に厚生労働大

臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の 臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の

実施地域（指定介護予防サービス基準第72条第５号に規定する 実施地域（指定介護予防サービス基準第72条第５号に規定する

通常の事業の実施地域をいう を越えて、指定介護予防訪問看 通常の事業の実施地域をいう を越えて、指定介護予防訪問看

護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の５に相当す 護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の５に相当す

る単位数を所定単位数に加算する。 る単位数を所定単位数に加算する。

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、 道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、

利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準 利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準

により24時間連絡できる体制にあって、かつ、計画的に訪問す により24時間連絡できる体制にあって、かつ、計画的に訪問す

ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、 ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、
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緊急時介護予防訪問看護加算として１月につき540単位を所定単 緊急時介護予防訪問看護加算として１月につき540単位を所定単

位数に加算し、指定介護予防訪問看護を担当する医療機関（指 位数に加算し、指定介護予防訪問看護を担当する医療機関（指

定介護予防サービス基準第63条第１項第２号に規定する指定介 定介護予防サービス基準第63条第１項第２号に規定する指定介

護予防訪問看護を担当する医療機関をいう が、利用者の同意 護予防訪問看護を担当する医療機関をいう が、利用者の同意

を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必 を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必

要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問看護加算として１ 要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問看護加算として１

月につき290単位を所定単位数に加算する。 月につき290単位を所定単位数に加算する。

10 指定介護予防訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者 10 指定介護予防訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者

に対して、指定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問 に対して、指定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問

看護の実施に関する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大 看護の実施に関する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大

臣が定める区分に応じて、１月につき次に掲げる所定単位数を 臣が定める区分に応じて、１月につき次に掲げる所定単位数を

特別管理加算として加算する。ただし、次に掲げるいずれかの 特別管理加算として加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定しない。 は算定しない。

⑴ 特別管理加算(Ⅰ) 500単位 ⑴ 特別管理加算(Ⅰ) 500単位

⑵ 特別管理加算(Ⅱ) 250単位 ⑵ 特別管理加算(Ⅱ) 250単位

11 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（ 11 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（

介護老人保健施設の医師を除く が、当該者が急性増悪等によ 介護老人保健施設の医師を除く が、当該者が急性増悪等によ

り一時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の り一時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の

特別の指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、 特別の指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、

介護予防訪問看護費は、算定しない。 介護予防訪問看護費は、算定しない。

12 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養 12 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養

介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認 介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認

知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護 知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護

費は、算定しない。 費は、算定しない。

ハ 初回加算 300単位 ハ 初回加算 300単位

注 指定介護予防訪問看護事業所において、新規に介護予防訪問看 注 指定介護予防訪問看護事業所において、新規に介護予防訪問看

護計画書を作成した利用者に対して、初回若しくは初回の指定介 護計画書を作成した利用者に対して、初回若しくは初回の指定介

護予防訪問看護を行った日の属する月に指定介護予防訪問看護を 護予防訪問看護を行った日の属する月に指定介護予防訪問看護を

行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

ニ 退院時共同指導加算 600単位 ニ 退院時共同指導加算 600単位

注 病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が 注 病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が

退院又は退所するに当たり、指定介護予防訪問看護ステーション 退院又は退所するに当たり、指定介護予防訪問看護ステーション

の看護師等（准看護師を除く が、退院時共同指導（当該者又は の看護師等（准看護師を除く が、退院時共同指導（当該者又は

その看護に当たっている者に対して、病院、診療所又は介護老人 その看護に当たっている者に対して、病院、診療所又は介護老人
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保健施設の主治の医師その他の職員と共同し、在宅での療養上必 保健施設の主治の医師その他の職員と共同し、在宅での療養上必

要な指導を行い、その内容を文書により提供することをいう を 要な指導を行い、その内容を文書により提供することをいう を

行った後に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指 行った後に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指

定介護予防訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、 定介護予防訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、

当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者に 当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者に

ついては、２回）に限り、所定単位数を加算する。ただし、ハの ついては、２回）に限り、所定単位数を加算する。ただし、ハの

初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加算は算定しない。 初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加算は算定しない。

ホ サービス提供体制強化加算 ６単位 ホ サービス提供体制強化加算 ６単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利用者に対 府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利用者に対

し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位 し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位

数を加算する。 数を加算する。

４ 介護予防訪問リハビリテーション費 ４ 介護予防訪問リハビリテーション費

イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 305単位 イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 307単位

注１ 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテ 注１ 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以 ーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以

下この号において「理学療法士等」という が、計画的な医学 下この号において「理学療法士等」という が、計画的な医学

的管理を行っている医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リ 的管理を行っている医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リ

ハビリテーションを行った場合に算定する。 ハビリテーションを行った場合に算定する。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防 ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防

訪問リハビリテーション事業所において、当該指定介護予防訪 訪問リハビリテーション事業所において、当該指定介護予防訪

問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一建物に居住 問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一建物に居住

する利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行 する利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行

った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す

る。 る。

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士等 ３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士等

が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対 が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対

して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第82 して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第82

条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう を越えて、 条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう を越えて、

指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は、１回に 指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は、１回に

つき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加 つき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加

算する。 算する。

４ 利用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要と ４ 利用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要と

する状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所 する状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所

した病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所し した病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所し
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た日又は法第19条第２項に規定する要支援認定（以下「要支援 た日又は法第19条第２項に規定する要支援認定（以下「要支援

認定」という の効力が生じた日（当該利用者が新たに要支援 認定」という の効力が生じた日（当該利用者が新たに要支援

認定を受けた者である場合に限る から起算して３月以内の期 認定を受けた者である場合に限る から起算して３月以内の期

間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場 間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場

合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、１日につ 合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、１日につ

き200単位を所定単位数に加算する。 き200単位を所定単位数に加算する。

５ 理学療法士等及び指定介護予防訪問介護事業所のサービス提 ５ 理学療法士等及び指定介護予防訪問介護事業所のサービス提

供責任者が、指定介護予防訪問介護及び指定介護予防訪問リハ 供責任者が、指定介護予防訪問介護及び指定介護予防訪問リハ

ビリテーションの利用者の居宅を訪問し、当該利用者の身体の ビリテーションの利用者の居宅を訪問し、当該利用者の身体の

状況等の評価を共同して行い、かつ、当該理学療法士等がサー 状況等の評価を共同して行い、かつ、当該理学療法士等がサー

ビス提供責任者に対して、介護予防訪問介護計画を作成する上 ビス提供責任者に対して、介護予防訪問介護計画を作成する上

での必要な指導及び助言を行った場合に、３月に１回を限度と での必要な指導及び助言を行った場合に、３月に１回を限度と

して300単位を所定単位数に加算する。 して300単位を所定単位数に加算する。

６ 指定介護予防訪問リハビリテーションを利用しようとする者 ６ 指定介護予防訪問リハビリテーションを利用しようとする者

の主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く が、当該者が の主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く が、当該者が

急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行 急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行

う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日か う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日か

ら14日間に限って、介護予防訪問リハビリテーション費は算定 ら14日間に限って、介護予防訪問リハビリテーション費は算定

しない。 しない。

７ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養 ７ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養

介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認 介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認

知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハ 知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハ

ビリテーション費は、算定しない。 ビリテーション費は、算定しない。

ロ サービス提供体制強化加算 ６単位 ロ サービス提供体制強化加算 ６単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所 府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所

が、利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行っ が、利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行っ

た場合は、１回につき所定単位数を加算する。 た場合は、１回につき所定単位数を加算する。

５ 介護予防居宅療養管理指導費 ５ 介護予防居宅療養管理指導費

イ 医師が行う場合 イ 医師が行う場合

⑴ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅰ) ⑴ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅰ)

㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 500単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 503単位

㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 450単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 452単位

⑵ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅱ) ⑵ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅱ)

㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 290単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 292単位
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㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 261単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 262単位

注１ ⑴㈠及び⑵㈠については在宅の利用者（当該利用者と同一建 注１ ⑴㈠及び⑵㈠については在宅の利用者（当該利用者と同一建

物に居住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指 物に居住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指

導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第１項に規定する 導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第１項に規定する

指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ の医 指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ の医

師が同一日に訪問診療、往診又は指定介護予防居宅療養管理指 師が同一日に訪問診療、往診又は指定介護予防居宅療養管理指

導（指定介護予防サービス基準第87条に規定する指定介護予防 導（指定介護予防サービス基準第87条に規定する指定介護予防

居宅療養管理指導をいう。以下同じ。）を行う場合の当該利用 居宅療養管理指導をいう。以下同じ。）を行う場合の当該利用

者（以下この注１において「同一建物居住者」という を除く 者（以下この注１において「同一建物居住者」という を除く

であって通院が困難なものに対して、⑴㈡及び⑵㈡については であって通院が困難なものに対して、⑴㈡及び⑵㈡については

在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難な 在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難な

ものに対して、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医 ものに対して、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の医

師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医 師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医

学的管理に基づき、介護支援専門員等に対する介護予防サービ 学的管理に基づき、介護支援専門員等に対する介護予防サービ

ス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うも ス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うも

のに限る。以下同じ 並びに利用者又はその家族等に対する介 のに限る。以下同じ 並びに利用者又はその家族等に対する介

護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等について 護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等について

の指導及び助言を行った場合に、１月に２回を限度として算定 の指導及び助言を行った場合に、１月に２回を限度として算定

する。 する。

２ ⑴については⑵を算定する場合以外の場合に、⑵については ２ ⑴については⑵を算定する場合以外の場合に、⑵については

診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第

一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という 一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という

の在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料 の在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料

を算定する利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問 を算定する利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問

して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専 して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専

門員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提 門員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提

供を行った場合に、所定単位数を算定する。 供を行った場合に、所定単位数を算定する。

ロ 歯科医師が行う場合 ロ 歯科医師が行う場合

⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 500単位 ⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 503単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 450単位 ⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 452単位

注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する 注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する

他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科 他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科

医師が同一日に歯科訪問診療又は指定介護予防居宅療養管理指導 医師が同一日に歯科訪問診療又は指定介護予防居宅療養管理指導

を行う場合の当該利用者（以下この注において「同一建物居住者」 を行う場合の当該利用者（以下この注において「同一建物居住者」

という を除く であって通院が困難なものに対して、⑵につい という を除く であって通院が困難なものに対して、⑵につい
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ては在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難 ては在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難

なものに対して、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯 なものに対して、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯

科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な 科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な

歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員等に対する介護予防サ 歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員等に対する介護予防サ

ービス計画の策定等に必要な情報提供並びに利用者又はその家族 ービス計画の策定等に必要な情報提供並びに利用者又はその家族

等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法 等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法

等についての指導及び助言を行った場合に、１月に２回を限度と 等についての指導及び助言を行った場合に、１月に２回を限度と

して算定する。 して算定する。

ハ 薬剤師が行う場合 ハ 薬剤師が行う場合

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 ⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合

㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 550単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 553単位

㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 385単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 387単位

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 ⑵ 薬局の薬剤師が行う場合

㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 500単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 503単位

㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 350単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 352単位

注１ ⑴㈠及び⑵㈠については在宅の利用者（当該利用者と同一建 注１ ⑴㈠及び⑵㈠については在宅の利用者（当該利用者と同一建

物に居住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指 物に居住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指

導事業所の薬剤師が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を 導事業所の薬剤師が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を

行う場合の当該利用者（以下この注１において「同一建物居住 行う場合の当該利用者（以下この注１において「同一建物居住

者」という を除く であって通院が困難なものに対して、⑴ 者」という を除く であって通院が困難なものに対して、⑴

㈡及び⑵㈡については在宅の利用者（同一建物居住者に限る ㈡及び⑵㈡については在宅の利用者（同一建物居住者に限る

であって通院が困難なものに対して、当該指定介護予防居宅療 であって通院が困難なものに対して、当該指定介護予防居宅療

養管理指導事業所の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局 養管理指導事業所の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局

の薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該 の薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該

薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該利用者 薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該利用者

を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門員等に対す を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門員等に対す

る介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場 る介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供を行った場

合につき、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を限 合につき、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を限

度として算定する。ただし、薬局の薬剤師にあっては、別に厚 度として算定する。ただし、薬局の薬剤師にあっては、別に厚

生労働大臣が定める者に対して、当該利用者を訪問し、薬学的 生労働大臣が定める者に対して、当該利用者を訪問し、薬学的

な管理指導等を行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回 な管理指導等を行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回

を限度として算定する。 を限度として算定する。

２ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投 ２ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投

薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関し必要 薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関し必要

な薬学的管理指導を行った場合は、１回につき100単位を所定単 な薬学的管理指導を行った場合は、１回につき100単位を所定単
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位数に加算する。 位数に加算する。

ニ 管理栄養士が行う場合 ニ 管理栄養士が行う場合

⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 530単位 ⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 533単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 450単位 ⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 452単位

注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する 注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する

他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理 他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理

栄養士が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合の当 栄養士が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合の当

該利用者（以下この注において「同一建物居住者」という を除 該利用者（以下この注において「同一建物居住者」という を除

く であって通院又は通所が困難なものに対して、⑵については く であって通院又は通所が困難なものに対して、⑵については

在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院又は通所が 在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院又は通所が

困難なものに対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する当該 困難なものに対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する当該

指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的な 指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的な

医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問 医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問

し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合に、 し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合に、

１月に２回を限度として算定する。 １月に２回を限度として算定する。

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低 イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低

栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、 栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利 管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利

用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計 用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計

画を作成していること。 画を作成していること。

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提 もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提

供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録 供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録

していること。 していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必

要に応じて当該計画を見直していること。 要に応じて当該計画を見直していること。

ホ 歯科衛生士等が行う場合 ホ 歯科衛生士等が行う場合

⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 350単位 ⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 352単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 300単位 ⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 302単位

注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する 注 ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住する

他の利用者に対して当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の 他の利用者に対して当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の

歯科衛生士が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合 歯科衛生士が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合

の当該利用者（以下この注において「同一建物居住者」という の当該利用者（以下この注において「同一建物居住者」という

を除く であって通院又は通所が困難なものに対して、⑵につい を除く であって通院又は通所が困難なものに対して、⑵につい

ては在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院又は通 ては在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院又は通
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所が困難なものに対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する 所が困難なものに対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する

当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師 当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師

又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科 又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科

医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、実地指導を行った場 医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、実地指導を行った場

合に、１月に４回を限度として算定する。 合に、１月に４回を限度として算定する。

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し

た者（その実施に同意する者に限る に対して、歯科衛生士、 た者（その実施に同意する者に限る に対して、歯科衛生士、

保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科 保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科

衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状 衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状

態及び摂食・嚥下機能に配慮した管理指導計画を作成している 態及び摂食・嚥下機能に配慮した管理指導計画を作成している

こと。 こと。

ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当 ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・嚥下機能 該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・嚥下機能

に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族 に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、 等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、

定期的に記録していること。 定期的に記録していること。

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必 ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必

要に応じて当該計画を見直していること。 要に応じて当該計画を見直していること。

ヘ 看護職員が行う場合 ヘ 看護職員が行う場合

⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 400単位 ⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 402単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 360単位 ⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 362単位

注１ ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住す 注１ ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居住す

る他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の る他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導事業所の

看護職員が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合 看護職員が同一日に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合

の当該利用者（以下この注１において「同一建物居住者」とい の当該利用者（以下この注１において「同一建物居住者」とい

う を除く であって通院が困難なものに対して、⑵について う を除く であって通院が困難なものに対して、⑵について

は在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難 は在宅の利用者（同一建物居住者に限る であって通院が困難

なものに対して、医師が看護職員による介護予防居宅療養管理 なものに対して、医師が看護職員による介護予防居宅療養管理

指導が必要であると判断し、当該指定介護予防居宅療養管理指 指導が必要であると判断し、当該指定介護予防居宅療養管理指

導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、療養上の相談及び 導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、療養上の相談及び

支援を行い、介護支援専門員等に対する介護予防サービス計画 支援を行い、介護支援専門員等に対する介護予防サービス計画

の策定等に必要な情報提供を行った場合に、要支援認定（法第 の策定等に必要な情報提供を行った場合に、要支援認定（法第

33条第２項に規定する要支援認定の更新又は法第33条の２第１ 33条第２項に規定する要支援認定の更新又は法第33条の２第１

項に規定する要支援状態区分の変更の認定を含む に伴い作成 項に規定する要支援状態区分の変更の認定を含む に伴い作成

された介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス（法 された介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス（法



- 16 -

第53条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう の提供 第53条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう の提供

を開始した日から起算して６月の間に２回を限度として算定す を開始した日から起算して６月の間に２回を限度として算定す

る。ただし、准看護師が指定介護予防居宅療養管理指導を行っ る。ただし、准看護師が指定介護予防居宅療養管理指導を行っ

た場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す た場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す

る。 る。

２ 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診 ２ 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診

療を受けている場合又は利用者が介護予防訪問看護、介護予防 療を受けている場合又は利用者が介護予防訪問看護、介護予防

訪問リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予 訪問リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予

防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護若しく 防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護若しく

は介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、算定 は介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、算定

しない。 しない。

６ 介護予防通所介護費（１月につき） ６ 介護予防通所介護費（１月につき）

イ 介護予防通所介護費 イ 介護予防通所介護費

⑴ 要支援１ 2,099単位 ⑴ 要支援１ 2,115単位

⑵ 要支援２ 4,205単位 ⑵ 要支援２ 4,236単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所（指定 て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所（指定

介護予防サービス基準第97条第１項に規定する指定介護予防通 介護予防サービス基準第97条第１項に規定する指定介護予防通

所介護事業所をいう。以下同じ において、指定介護予防通所 所介護事業所をいう。以下同じ において、指定介護予防通所

介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護予 介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護予

防通所介護をいう。以下同じ を行った場合に、利用者の要支 防通所介護をいう。以下同じ を行った場合に、利用者の要支

援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、 援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、

利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労 利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労

働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定する。 めるところにより算定する。

２ 指定介護予防通所介護事業所の介護予防通所介護従業者（指 ２ 指定介護予防通所介護事業所の介護予防通所介護従業者（指

定介護予防サービス基準第97条第１項に規定する介護予防通所 定介護予防サービス基準第97条第１項に規定する介護予防通所

介護従業者をいう が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住 介護従業者をいう が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住

している利用者に対して、通常の事業の実施地域（指定介護予 している利用者に対して、通常の事業の実施地域（指定介護予

防サービス基準第101条第６号に規定する通常の事業の実施地域 防サービス基準第101条第６号に規定する通常の事業の実施地域

をいう を越えて、指定介護予防通所介護を行った場合は、１ をいう を越えて、指定介護予防通所介護を行った場合は、１

月につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数 月につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数

に加算する。 に加算する。

３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、 道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、




